
（１）農業 対応 １　農業
（１） ⑦環境創造型農業及び有機農業の更なる取組拡大が必要

コロナ ①スマート農林水産業の推進が必要

（１） ②野菜など園芸作物の生産拡大を図ることが必要

（１） ③本県農業の将来の担い手である新規就農者数のさらなる育成が必要

（１） ④零細・高齢の経営体が多く、本県農業の持続性の確保に懸念

新設 １ （４）労働力の確保

（１） ⑤農産物のブランド化などによる経営体の収益力の向上が必要

コロナ ②農林水産物のブランド戦略の構築・見直しが必要

（１） ⑥農地の集積・集約化の加速化が必要 継続 １ （６）担い手への農地の集積・集約化

新設 １ （７）都市農業の推進

（２）畜産業 ２　畜産業
（２） ③需要に応じた生乳の増産を図ることが必要

（２） ④鶏卵・鶏肉・豚肉のブランド力強化を図ることが必要

（２） 新設 ２ （２）気候変動に対応した畜産技術の開発・普及・定着

（２） ①神戸ビーフの需要に安定的に応える供給力の確保が必要 継続 ２ （３）需要に応じた神戸ビーフの供給

（２） ②神戸ビーフのブランド力のさらなる強化が必要 継続 ２ （４）国内外に向けた県産畜産物の発信強化

（３）林業 ３　森林林業
（３） ①主伐・再造林の推進が必要 継続 ３ （１）環境と調和のとれた持続可能な森林林業の実現

（３） ②林業の担い手の確保・育成が必要 継続 ３ （２）林業の担い手の確保・育成

（３） ③木材の需要拡大の推進が必要 継続 ３ （３）木材の需要拡大の推進と加工流通体制の強化

新設 ３ （４）県産木材の認知度向上のため、新たな価値創出や木の良さを伝える木育等の推進

（３） ⑤森林の持つ公益的機能の維持・向上が必要 継続 ３ （５）森林の持つ公益的機能の維持・向上

（４）水産業 ４　水産業
（４） ①栄養塩濃度を増加させ生産力を回復させることが必要(瀬戸内海) 継続 ４ （１）豊かな海と持続的な水産業の実現

（４） ②養殖業の推進が必要（瀬戸内海） 継続 ４ （２）海域環境の変化に対応した水産資源の適正管理と水産技術の開発・普及

（４） ③沖合底びき網漁船の更新が必要（日本海）

（４） ④新規就業者や若手船員の確保が必要

５　食料・消費
（２） ⑤家畜伝染病に対する防疫体制の強化を図ることが必要

コロナ ③販売チャネルの多様化やインターネット等を活用した農家による直販の拡大が必要

新設 ５ （２）県産県消の推進

（１） ⑧県民の安全・安心を確保することが必要 継続 ５ （３）県民の食の安全・安心を確保

（１） ⑨農林水産業・農山漁村への県民の一層の理解醸成を図ることが必要 継続 ５ （４）農林水産業への県民の理解醸成

６　農山漁村
コロナ ④都市部からの移住者等が安心して暮らせる環境整備等が必要 継続 ６ （１）強みとなる地域資源を活かした地域づくりの推進

コロナ ⑤楽農生活のさらなる推進が必要 継続 ６ （２）都市と農山漁村の交流による地域活性化

新設 ６ （３）野生鳥獣の捕獲や被害対策に向けた体制づくり

新設 ６ （４）良好な空間の保全

新設 ６ （５）他分野との連携の拡大

（３） ④山地防災・土砂災害対策の推進が必要

（４） ⑥漁村の安全・安心を確保することが必要

（４） ⑤漁業を核とした地域の活性化の推進が必要 継続 ６ （７）地域資源の価値や魅力を活かした海業の振興

７　環境負荷低減
新設 ７ （１）環境と調和のとれた農林水産物に対する消費者の理解醸成

新設 ７ （２）バイオマスの利用拡大に向けた取組拡大

新設 ７ （３）カーボンニュートラルの取組の拡大

新型コロナ

統合

統合

統合 ６ （６）防災・減災対策

統合 ５ （１）県民への農林水産物の安定供給

４ （３）漁業の担い手の確保・育成と経営力の強化統合

２ （１）持続可能な畜産業の実現

（２）野菜など園芸作物の生産拡大

１
（５）農林水産物のブランド化による付加価値向上や国内外での販路開拓による経営体の
　　　収益力の向上

具体的な課題（比較表）

ビジョン2030 ビジョン2035

１
（３）将来の担い手である新規就農者や法人経営体の育成・地域協働体制を担う多様な農業者
　　　の確保

統合

①農林水産業におけるスマート技術の開発・普及・定着が必要（１）

１統合 （１）環境と調和のとれた農業技術の開発・普及・定着

統合 １
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基本方向 推進項目 対応 基本方向 推進項目（仮置き）

１　スマート化による新しい農林水産業の実現
2～5に
入れる

２　多様性と都市近郊の立地を活かした力強い農業
   の展開

維持 １　地域の特色や立地を活かした持続可能な農業の確立

３　需要に応じた高品質な畜産物の生産力の強化 維持 ２　需要に応える持続可能な畜産業の推進

４　木材利用の拡大と資源循環型林業の推進 維持 ３　木材利用の拡大と資源循環型林業の推進

５　豊かな海と持続的な水産業の実現 維持 ４　豊かな海と持続的な水産業の実現

６　農林水産物のブランド力強化と生産者所得の向上 維持 ５　ブランド力を活かした攻めの農林水産業の推進

７　食の安全を支える生産体制の確保

３　「農」の恵みによる健
   康で豊かな暮らしの充実

13　県民への農林水産物の安定供給と県産県消の推進

２　県民が安心して暮らせ
   る活力ある地域の創出

８　特色を活かした活力ある地域づくりの推進

３　「農」の恵みによる健
   康で豊かな暮らしの充実

11　食と「農」に親しむ楽農生活の推進

９　農山漁村の防災・減災対策の推進

10　豊かな森づくりの推進

３　「農」の恵みによる健
   康で豊かな暮らしの充実

12　「農」と多様な分野との連携強化 維持 ９　多様な分野との連携強化

新設 10　消費者への理解醸成

食料の安定供給の確保 国内生産、輸入、備蓄を組み合わせ、食料を安定供給 食料安全保障の確保
安定的な輸入・備蓄、輸出の促進、合理的な費用を考慮し
た価格形成

環境と調和のとれた食料シス
テムの確立

環境負荷低減や価格形成など、食料の生産から消費までの
関係者が連携して取り組むべき課題が顕在化

多面的機能の十分な発揮 環境保全など食料供給以外の機能の充実 多面的機能の十分な発揮 環境負荷低減が図られつつ発揮されなければならない

農業の持続的な発展
効率的・安定的な農業経営（担い手）の育成による農業の
発展

農業の持続的な発展
農業者の減少等が生ずる状況においても食料の供給機能や多面的機能
が発揮され、農業の持続的発展が図られなければならない

農村の振興 食料生産が行われる農村の生産・生活環境の整備 農村の振興
「農村の振興」の方向性として「地域社会の維持」を位置
付け

３　県民とともに育む豊か
   な食・暮らしの充実

１　基幹産業として持続的
   に発展する農林水産業の
   展開

１　環境と調和のとれた持
   続可能な農林水産業の
   実現

６　県民への安定的な食料供給

２　県民が安心して暮らせ
   る活力ある地域の創出

７　地域資源を活かした地域づくりの推進統合

統合

２　多様な人材が活躍する
   農山漁村の創出

８　農山漁村の防災・減災対策の推進統合

ビジョン2030 ビジョン2035

推進項目（比較表）

⾷料・農業・農村基本法（平成11（1999）年施⾏） ⾷料・農業・農村基本法改正（令和6（2024）年施⾏）
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農林水産政策審議会運営細則 

(平成28年9月12日農林水産政策審議会議決) 

 

(趣旨) 

第１条 この運営規則は、農林水産政策審議会規則(昭和36年規則第43号)第10条の

規定に基づき、審議会の運営に関して必要な事項を定める。 

 

(代理出席) 

第２条 規則第４条第１項第２号の関係団体の役職員の委員が事故その他やむを得

ない理由により会議に出席できない場合は、あらかじめ会長の承認を得た場合に

あっては、代理人を出席させることができる。 

２ 委員は、代理人を出席させる場合には、会議開催前に委任状を会長に提出しな

ければならない。 

 

(審議会の公開) 

第３条 審議会は、原則として公開するものとする。ただし、次の各号のいずれか

に該当する場合であって、審議会を公開しない旨の決議をしたときは、この限り

でない。 

⑴ 情報公開条例(平成12年兵庫県条例第６号)第６条各号に該当すると認められ

る情報を含む事項を審議する場合 

⑵ 審議会を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営に著しい支障を生ず

ると認められる場合 

２ 審議会の開催は、非公開とする場合を除き、審議会の６日前までに公表するも

のとする。 

３ 公表内容は、会議の名称、日時、場所、議題、その他必要な事項とする。 

 

（傍聴人の定義） 

第４条 傍聴人とは、会長の許可を得て、審議会を傍聴する者をいう。 

 

（傍聴人の定員） 

第５条 傍聴人の定員は、会長が別に定めるものとする。 

 

（傍聴の手続） 

第６条 報道関係者を除き、会議を傍聴しようとする者は、別に定める方法で、会

長に申し出なければならない。 

 

（傍聴席に入ることができない者） 

第７条 次の各号に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

⑴ 他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのある物を携帯している者 

⑵ 議事を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすと認められる者 
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（傍聴人の遵守事項） 

第８条 傍聴人は、静粛を旨とし、次の事項を守らなければならない。  

⑴ 審議会における発言に対して、拍手その他の方法により公然と可否を表明し

ないこと 

⑵ 私語、喚声その他の行為により騒ぎ立てないこと 

⑶ 張り紙、垂れ幕の類を掲げる等の示威的行為をしないこと 

⑷ みだりに傍聴席を離れないこと 

⑸ その他審議会の秩序を乱すおそれのある行為をしないこと 

 

（傍聴時の撮影、録音等の禁止） 

第９条 傍聴人は、審議会において写真、ビデオ等の撮影又は録音等をしてはなら

ない。ただし、会長の許可を得た場合は、この限りではない。 

２ 前項ただし書の規定により、撮影又は録音等の許可を得ようとする者は、写真

撮影等許可願（様式第１号）を会長に提出しなければならない。 

 

（傍聴人への事務局員の指示） 

第10条 傍聴人は、事務局員の指示に従わなければならない。 

 

（傍聴人が退場しなければならない場合） 

第11条 傍聴人は、次の各号に掲げる場合には、速やかに退場しなければならない。 

⑴ 会長が、審議会の内容が非公開であることを認め、傍聴人の退場を命じたと

き 

⑵ 傍聴人が、第７条から第10条の規定に違反し、会長が退場を命じたとき 

 

（部会における取り扱い） 

第12条 第３条から第11条の規定は、審議会規則第８条に定める部会の開催におい

て準用する。 

 

 

附則 

この運営細則は、平成28年９月12日から施行する。 

附則 

この運営細則は、令和４年11月４日から施行する。 
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（様式第１号） 

 

写真撮影等許可願 

撮影等年月日 

 

撮影等の目的 

 

撮影者等の  

氏名・住所 

 

フラッシュ 

使用等の有無 
有   ・   無 

備考 

 

上記のとおりご許可願います。 

 

 年 月 日 

 

農林水産政策審議会会長 様 

 

申込者 住所 

氏名 
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（参考様式） 

委任状 

 

 

私儀 

このたび、 を代理人と定め、下記の権限を委任します。 

 

記 

 

○年第○回農林水産政策審議会における委員報酬及び旅費の受領並びに審議等に

関する一切の権限 

 

 

 

年 月 日 

 

兵庫県知事 様 

 

農林水産政策審議会 会長 様 

 

 

 

住 所  

職 名  

氏 名  
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